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平成３０年度決算審査意見書 

 

 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２３３条第２項の規定により審査に付

された平成３０年度三朝町一般会計及び特別会計の歳入歳出決算につき、それぞれ

の関係諸帳簿及び証書類並びに各基金の運用状況を示す書類について審査した結

果、次のとおり意見を付します。 

 

  令和元年８月２３日 

 

 

 

 

 

         三朝町監査委員 石 原 伸 二 

 

 

         三朝町監査委員 牧 田 武 文 

 

 

 

 

 三朝町長 松 浦 弘 幸 様 
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第１ 審 査 の 概 要   

１ 審査対象の会計区分 

(１) 平成３０年度三朝町一般会計歳入歳出決算 

(２) 平成３０年度三朝町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

(３) 平成３０年度三朝町後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算 

(４) 平成３０年度三朝町介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

(５) 平成３０年度三朝町簡易水道事業特別会計歳入歳出決算 

(６) 平成３０年度三朝町温泉配湯事業特別会計歳入歳出決算 

(７) 平成３０年度三朝町下水道事業特別会計歳入歳出決算 

(８) 平成３０年度三朝町集落排水処理事業特別会計歳入歳出決算 

(９) 平成３０年度三朝町財産区特別会計歳入歳出決算 

 

２ 審 査 の 期 間 

   令和元年７月１２日から８月１５日までのうち２０日間 

 

３ 審 査 の 手 続 き 

審査にあたっては、予算の執行状況が議会の議決の主旨及び地方自治法等、法

令等の諸規定に則し、歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に

関する調書及び財産に関する調書について、関係書類、資料の提出を求めて、担

当職員からの説明を聴取するとともに、別途実施した例月出納検査等の結果を踏

まえて、計数の確認、予算の執行状況などについて審査した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別

明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書は、関係法令に準拠して作

成されており、その計数は関係諸帳簿、その他の証書類と照合した結果、誤りの

ないものと認められた。 

また、予算の執行及び関連する事務の処理は、適正に行われているものと認め

られる。 
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第３ 決 算 の 状 況  

平成３０年度の一般会計及び特別会計の決算の状況は、第１表のとおりであ

る。 

 

第１表　平成３０年度各会計の決算の状況 （単位：千円）

歳入額 歳出額 差引額
繰越すべき

財源額
実質収支額

4,936,461 4,824,952 111,509 47,028 64,481

704,824 703,758 1,066 1,066

90,845 89,770 1,075 1,075

1,060,691 1,017,360 43,331 43,331

31,424 31,424 0 0

18,117 18,117 0 0

367,887 367,728 159 34 125

94,737 94,737 0 0

680 347 333 333

3,434 1,694 1,740 1,740

691 199 492 492

449 431 18 18

3,855 1,507 2,348 2,348

会計区分

一 般 会 計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

国 民 健 康 保 険 事 業

後期高齢者医療事業

介 護 保 険 事 業

簡 易 水 道 事 業

温 泉 配 湯 事 業

下 水 道 事 業

集 落 排 水 処 理 事 業

財
産
区

小 鹿

三 徳

三 朝

旭

竹 田
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第４ 一般会計について 

１ 決算収支の状況 

一般会計における決算収支とその推移は、第２表のとおりである。 

 

決算額
対前年
比

（％）
決算額

対前年
比

（％）
決算額

対前年
比

（％）
決算額

対前年
比

（％）

歳 入 4,936,461 △ 1.9 5,033,646 △ 2.0 5,137,555 △ 14.5 6,009,023 30.8

歳 出 4,824,952 △ 2.4 4,945,752 0.1 4,941,222 △ 16.4 5,912,959 30.6

歳入歳出差引額 111,509 26.9 87,894 △ 55.2 196,333 104.4 96,064 42.9

繰越すべき財源 47,028 214.4 14,957 △ 86.6 111,654 974.1 10,395 △ 55.4

実 質 収 支 額 64,481 △ 11.6 72,937 △ 13.9 84,679 △ 1.2 85,669 95.0

第２表　一般会計の決算収支とその推移 (単位：千円）

平成29年度

区　　分

平成30年度 平成28年度 平成27年度

 

（１）形式収支額（歳入歳出差引額）及び実質収支額は、連年に亘って黒字決算が

続いている。 

 

（２）歳入歳出の決算額において、前年度の決算額と比較すると、歳入においては

９７，１８５千円の減額、歳出においては１２０，８００千円の減額となっており、

教育費等が増加し、総務費等は前年度より減少している。 

 

（３）歳入の主なものは、小学校統合及び災害復旧に伴う繰入金、災害復旧費県補

助金等が増加し、地方交付税は減少している。 

 

（４）歳出の主なものは、小学校統合に伴う小学校費、学校給食費等の教育費が増

加している。 

 

（５）繰越すべき財源は前年度より増加し、教育費、商工費及び自然災害に伴う土

木費、農林水産施設等の災害復旧費が主なものとなっている。 
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２ 予算の執行状況 

歳入歳出予算の執行状況は、第３表（歳入）及び第４表（歳出）のとおりである。 

 

第３表　歳入の状況

予算現額に
対する割合

調定額に
対する割合

町 税 673,022 684,794 670,268 99.6 97.9

地方譲 与税 及び
各 種 交 付 金 等

176,364 176,361 176,361 100.0 100.0

地 方 交 付 税 2,166,421 2,166,421 2,166,421 100.0 100.0

分担金及び負担金 7,198 6,710 5,383 74.8 80.2

使用料及び手数料 247,383 240,272 240,035 97.0 99.9

国 庫 支 出 金 264,622 228,478 228,478 86.3 100.0

県 支 出 金 670,849 565,468 565,468 84.3 100.0

そ の 他 の 収 入 577,671 497,783 497,647 86.1 100.0

町 債 449,300 386,400 386,400 86.0 100.0

歳 入 合 計 5,232,830 4,952,687 4,936,461 94.3 99.7

※その他の収入＝財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入

(単位：千円）

収入済額の割合（％）
区　分 予算現額 調定額 収入済額

 

 

（１）予算現額に対する収入済額の割合は歳入合計で９４.３％、調定額に対する

収入済額の割合は歳入合計で９９.７％となっている。 

 

（２）収入未済額は町税１４，４１９千円、保育料負担金１，３２７千円、保育所

及び町営住宅使用料２３７千円など合計１６，１１９千円（前年度１３，８１７

千円）で、不納欠損額は町税の１０７千円となっている。負担金及び使用料につ

いて、滞納を発生させない努力が望まれる。 

 

（３）その他の収入に、一般寄付金、ふるさと応援寄附金等が１２３，８２０千円

（前年度１７８，９２５千円）収入されている。 
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第４表　目的別歳出の状況

区　　分
予算現額

(A)
支出済額

(B)
翌年度への
繰越額（C）

不用額
(A)-(B)-(C)

予算現額に対す
る支出済額の割

合
(B)/(A)（％）

1. 議 会 費 80,524 79,524 0 1,000 98.8

2. 総 務 費 672,308 649,567 0 22,741 96.6

3. 民 生 費 1,358,763 1,303,538 0 55,225 95.9

4. 衛 生 費 205,982 185,566 0 20,416 90.1

5.農林水産業費 467,564 446,281 3,459 17,824 95.4

6. 商 工 費 128,817 110,370 10,476 7,971 85.7

7. 土 木 費 330,892 304,543 15,655 10,694 92.0

8. 消 防 費 173,030 169,424 0 3,606 97.9

9. 教 育 費 588,336 498,342 67,781 22,213 84.7

10. 災 害 復 旧 費 260,164 129,554 117,241 13,369 49.8

11. 公 債 費 494,967 493,812 0 1,155 99.8

12. 諸 支 出 金 461,421 454,431 0 6,990 98.5

13. 予 備 費 10,062 0 0 10,062 -          

歳 出 合 計 5,232,830 4,824,952 214,612 193,266 92.2

(単位：千円）

 

 

（１）予算現額に対する支出済額の割合（(B)/(A)）が９０％未満の商工費、教育

費、災害復旧費については、翌年度への繰越額（(C)）の割合が高いためで、翌年

度執行される繰越額を支出済額へ加算した場合、全体の割合は９６.３％となる。 

 

（２）翌年度への繰越額は、台風などの自然災害に伴う事業が６割あまりを占めて

いる。また全体の繰越事業数は１５事業で、教育費、商工費及び鳥取県中部地震

に伴う土木費の被災宅地復旧事業等も繰越されている。 

 

（３）民生費の不用額は事業の細分化、高単価等が要因になっており、衛生費の不

用額は県町補助金交付申請数の減少によるものなどとなっている。 
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３ 町税の収納状況 

町税の収納状況は、第５表及び第６表のとおりである。 

 

第５表　町税の収納状況

予算現額 調定額 収入済額 不能欠損額 収入未済額

予算対比 徴収率

(C)/(A) (C)/(B)

町 民 税 217,219 217,296 214,274 14 3,008 98.6 98.6

　　個　人　分 195,138 198,631 195,659 14 2,958 100.3 98.5

　　法　人　分 22,081 18,665 18,615 -    50 84.3 99.7

固 定 資 産 税 360,899 372,052 360,834 93 11,125 100.0 97.0

　　純固定資産税 354,456 365,609 354,391 93 11,125 100.0 96.9

　　交・納付金 6,443 6,443 6,443 -    0 100.0 100.0

軽 自 動 車 税 24,174 24,358 24,219 0 139 100.2 99.4

市町村たばこ税 24,831 25,439 25,439 -    0 102.4 100.0

入 湯 税 45,899 45,649 45,502 -    147 99.1 99.7

合 計 673,022 684,794 670,268 107 14,419 99.6 97.9

区　分

（単位:千円）

収入済額の割合(％)

（A) (B) （C) （D) （B)-（C）-(D)
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第６表　町税の収入額及び徴収率の推移 （単位:千円）

収入額 徴収率(%) 収入額 徴収率(%) 収入額 徴収率(%) 収入額 徴収率(%)

町 民 税 214,274 98.6 220,157 98.4 217,331 98.3 211,630 98.5

   現　年　分 212,569 99.3 218,434 99.3 216,109 99.2 209,571 99.6

   滞　納　分 1,705   53.8 1,723   47.7 1,222   37.9 2,059   46.6

固 定 資 産 税 360,834 97.0 355,481 97.4 355,851 97.6 348,456 97.0

 純固定資産税 354,391 96.9 348,806 97.3 349,383 97.5 341,685 97.0

   現　年　分 353,209 98.9 347,293 99.3 345,793 99.4 333,111 99.3

   滞　納　分 1,182   13.8 1,513   17.8 3,590   35.0 8,574   50.5

 交･納 付 金 6,443   100.0 6,675   100.0 6,468   100.0 6,771   100.0

軽 自 動 車 税 24,219  99.4 23,773  98.8 22,785  98.5 19,283  99.1

   現　年　分 24,081  99.7 23,561  99.3 22,763  99.2 19,230  99.8

   滞　納　分 138     66.6 212     62.5 22      12.6 53      27.8

市町村たばこ税 25,439  100.0 26,932  100.0 29,100  100.0 29,235  100.0

入 湯 税 45,502  99.7 47,288  100.0 48,231  100.0 52,107  100.0

計 670,268 97.9 673,631 98.1 673,298 98.1 660,711 97.9

平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度
区　分

(１）町民税の収入額は、個人の均等割・所得割、退職所得割及び町民法人税の 均 

等割、法人税割とも前年度より減少し、町民法人税均等割現年分で収入未済額が

発生し、町民税全体では前年度より５，８８３千円減額となっている。 

 

（２）固定資産税は、平成３０年度評価替えの関係から土地の課税標準額は減少し、

家屋は新築住宅があったものの横ばい、償却資産は設備の増設により増加し、固

定資産税全体で５，３５３千円増額となっている。 

 

（３）軽自動車税は、課税対象台数の増加に伴い４４６千円増額となっている。 

 

（４）入湯税の宿泊客数が２８７，６２０人（前年度：２９８，５７４人）で、前

年度に引き続き３０万人代を割込み、入湯税全体で１，７８６千円減額となって

いる。 

 

（５）町税全体では前年度より３，３６３千円減少し、徴収率は０.２ポイント減

少の９７.９％、収入未済額が１４，４１９千円（前年度１１，９５５千円）あり

徴収努力を望む。
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４ 財政の構造について 

（１）歳入の構成について 

ア．歳入決算額と一般財源の状況は、第７表のとおりである。 

 

決算額
うち

一般財源
構成比
（％）

決算額
うち

一般財源
構成比
（％）

町 税 670,268 670,268 20.1 673,631 673,631 20.1

地 方 譲 与 税 及 び
各 種 交 付 金 等

176,361 176,361 5.3 173,900 173,900 5.2

地 方 交 付 税 2,166,421 2,166,421 64.8 2,173,612 2,173,612 65.0

分担金及び負担金 5,383 167 0.0 6,959 203 0.0

使用料及び手数料 240,035 10,693 0.3 243,668 15,361 0.5

国 庫 支 出 金 228,478 7,179 0.2 306,829 16,852 0.5

県 支 出 金 565,468 6,172 0.2 567,517 6,910 0.2

そ の 他 の 収 入 497,647 188,420 5.6 503,930 153,540 4.6

町 債 386,400 118,349 3.5 383,600 129,830 3.9

歳 入 合 計 4,936,461 3,344,030 100.0 5,033,646 3,343,839 100.0

※その他の収入＝財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入

（単位：千円）

区　分
平成29年度平成30年度

第７表　歳入決算額と一般財源の状況

 

 

（ア）町税では第６表のとおり、町民税、市町村たばこ税、入湯税で減少、固定資

産税、軽自動車税は増加し、全体で３，３６３千円の減額となっている。 

 

（イ）地方譲与税及び各種交付金は前年度より２，４６１千円増加し、その中で地

方譲与税、地方消費税交付金、地方特例交付金が増加し、株式等譲渡所得割交付

金、自動車取得税交付金などが減少し、交通安全対策特別交付金は皆減となって

いる。 

 

（ウ）地方交付税は、普通地方交付税で７，５７０千円減少、特別交付税で３７９

千円減少し、全体で７，１９１千円の減額となっている。 
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（エ）国庫支出金は全体で７８，３５１千円の減額、主なものは児童手当費国庫負

担金６２，１５１千円、障害者自立支援関係の社会福祉費国庫負担金９３，７６

５千円、名勝及び史跡三徳山史跡等買上げ事業補助金１６，５９９千円、子ども・

子育て支援交付金１０，９１０千円、障害者地域生活支援事業関係補助金８，５

８４千円、災害復旧費国庫負担金５，０３１千円などとなっている。 

 

（オ）県支出金は全体で２，０４９千円の減額、主なものは障害者自立支援などの

社会福祉費負担金８７，９８２千円、児童手当などの児童福祉費県負担金２１，

９３７千円、災害救助費県負担金５６３千円、特別医療給付費・障害者地域生活

支援関係の県補助金２２，９６３千円、子ども子育て支援交付金等児童福祉費県

補助金２６，１１５千円、農業振興費県補助金８７，８０９千円、地籍調査費県

補助金６０，４６５千円、社会資本整備関係の土木費県補助金３４，６７２千円、

農林・公共土木施設等災害復旧費県補助金８１，１５６千円、電源立地地域対策

交付金５０，０８５千円、鳥取県知事・議会議員選挙費などの鳥取県委託金１６，

２８１千円などとなっている。 

 

（カ）その他収入は全体で６，２８３千円の減額、主なものとして財産収入では高

速通信設備貸付収入１７，０１８千円、各基金利子１，３８６千円、物品売払収

入１，６００千円。寄附金では一般寄付金８，０００万円、豪雨災害等による寄

附金８００千円、ふるさと応援寄附金４３，０２０千円（前年度７５，７３１千

円）では平成３０年５月中旬まで寄附金受付が中断されていた。 

繰入金では、教育費関係へのふるさと応援基金繰入金７１，４８１千円、災害対

応への財政調整基金繰入金２５，０００千円、減債基金繰入金２７，０００千円、

公共施設営繕基金繰入金３４，５５１千円ほか４つの基金から繰入れられ繰入金

合計は１７１，５６７千円となっている。前年度からの繰越額８７，８９４千円。

諸収入では、国民宿舎事業会計貸付返還金３３，５４８千円、雑入４５，５２２

千円などとなっている。 

 

（キ）町債では、前年度より２，８００千円の増額、過疎債は文化ホール施設改修

費１１，２００千円、鳥取中部ふるさと広域連合最終処分場整備費負担金２８，

７００千円、社会資本整備の道路橋梁等３８，２００千円、複式学級解消対策事

業１５，０００千円、調理センター施設改修費７０，９００千円など過疎債合計

で２４１，３００千円が発行され、その内教育債関係は１０７，９００千円とな

っている。緊急防災・減災事業債ではＪ－ALERT 整備事業１，４００千円。臨時

財政対策債１１８，３００千円など本年度中に８つの町債が発行されている。 
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イ．自主財源と依存財源の状況は、第８表のとおりである。 

 

第８表　自主財源と依存財源の状況 （単位:千円）

決算額
構成比
（％）

決算額
構成比
（％）

決算額
構成比
（％）

決算額
構成比
（％）

自 主 財 源 1,413,333 28.6 1,428,188 28.4 1,426,775 27.8 1,232,977 20.5

　町　　　税 670,268 13.6 673,631 13.4 673,298 13.1 660,711 11.0

　分担金及び
　負　担　金

5,383 0.1 6,959 0.1 5,757 0.1 3,836 0.1

　使用料及び
　手　数　料

240,035 4.8 243,668 4.9 236,893 4.6 232,361 3.9

　その他収入 497,647 10.1 503,930 10.0 510,827 10.0 336,069 5.6

依 存 財 源 3,523,128 71.4 3,605,458 71.6 3,710,780 72.2 4,776,046 79.5

　地方譲与税及
　び各交付金等

176,361 3.6 173,900 3.4 167,312 3.3 189,560 3.2

　地方交付税 2,166,421 43.9 2,173,612 43.2 2,221,940 43.2 2,220,296 36.9

　国・県支出金 793,946 16.1 874,346 17.4 936,928 18.2 851,490 14.2

　町　　　債 386,400 7.8 383,600 7.6 384,600 7.5 1,514,700 25.2

歳 入 合 計 4,936,461 100.0 5,033,646 100.0 5,137,555 100.0 6,009,023 100.0

※自主財源のその他の収入＝財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入

平成27年度平成28年度
区分

平成30年度 平成29年度

 

（ア）歳入合計が前年度より９７，１８５千円減少し、自主財源では１４，８５５

千円減少、依存財源では地方交付税７，１９１千円減少、国・県支出金８０，４

００千円減少、合計８２，３３０千円の減少となり、自主財源構成比は前年度よ

り０．２ポイント上がり２８．６％となっている。 

  構成比は歳入合計額等により変動し、自主財源と依存財源の比率はおおむね自

主財源２５％前後、依存財源７５％前後で推移している。 

 

（イ）依存財源は、町予算での施策の取組によって増減し、自主財源が多いほど行

政活動の自主性や安定性を確保できるとされ、自主財源の基幹は町税であり、財

政運営を安定的に行うには自主財源の確保が大切となっている。 
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（２）町債の発行及び償還の状況 

町債の発行額、元金償還額、当年度末現債額及び実質公債費比率の状況は、

第９表のとおりである。 

 

第９表　町債の状況 （単位:千円）

実質公債費
比率（％）

発行額 元金償還額 （３ヵ年平均）

26 505,400 480,774 4,105,534 11.2

27 1,514,700 410,179 5,210,055 10.1

28 384,600 404,143 5,190,512 9.0

29 383,600 501,224 5,072,888 9.4

30 386,400 471,196 4,988,092 9.6

当年度の増減額
年度

当年度末
現債額

備考

 

 

ア. 本年度の発行額は、過疎対策事業債２４１，３００千円、緊急防災・減災事業

債１，４００千円など合計３８６，４００千円で、元金償還額全体で４７１，１

９６千円を償還し、前年度との年度末現債額では８４，７９６千円減少している。 

 

イ. 年度末現債額は４，９８８，０９２千円で、その内臨時財政対策債が１，５７

１，９９２千円あり、この償還に要する費用は後年度の地方交付税で措置される。 

 

ウ. 過疎債の償還にあたっては、元利償還金の７０％が普通交付税に算入されるも

のの、残り３０％は一般財源の負担であり、過疎債を含め町債の発行は厳しい事

業選択と公債費増加による財政事情の悪化を招かないよう、公債費軽減に努めて

いただきたい。 

 

エ. 実質公債費比率は３ケ年平均で算定され、前年度より０．２ポイント悪化して

いる。前年比では２．２ポイント改善し９．１％となっており、前年度を下回る

姿勢で努めていただきたい。 

 

オ. 過去の町債発行額、町債償還額、町債年度末現債額は次のグラフのとおりであ

る。 
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（３）歳出の構成について 

ア．目的別歳出と一般財源の充当状況は、第１０表のとおりである。 
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（３）歳出の構成について 

ア．目的別歳出と一般財源の充当状況は、第１０表のとおりである。 

 

第１０表　目的別歳出と一般財源の充当状況 （単位：千円）

決算額
構成比
（％）

一般財源
構成比
（％）

決算額
構成比
（％）

一般財源
構成比
（％）

議 会 費 79,524 1.7 79,524 2.4 79,287 1.6 79,287 2.4

総 務 費 649,567 13.5 539,419 16.7 748,599 15.1 557,467 17.1

民 生 費 1,303,538 27.0 729,927 22.6 1,329,181 26.9 720,986 22.1

衛 生 費 185,566 3.8 135,595 4.2 165,012 3.3 140,927 4.3

農林水産業費 446,281 9.3 239,143 7.4 476,253 9.6 248,803 7.6

商 工 費 110,370 2.3 89,557 2.8 100,391 2.0 80,343 2.5

土 木 費 304,543 6.3 187,622 5.8 339,184 6.9 214,785 6.6

消 防 費 169,424 3.5 90,009 2.8 206,793 4.2 134,988 4.2

教 育 費 498,342 10.3 287,806 8.9 403,308 8.2 284,086 8.7

災 害 復 旧 費 129,554 2.7 30,074 0.9 144,130 2.9 17,963 0.6

公 債 費 493,812 10.2 493,812 15.3 529,017 10.7 529,017 16.3

諸 支 出 金 454,431 9.4 330,033 10.2 424,597 8.6 247,293 7.6

歳 出 合 計 4,824,952 100.0 3,232,521 100.0 4,945,752 100.0 3,255,945 100.0

区　分

平成30年度 平成29年度

 

 

（ア） 総務費 

情報通信基盤整備事業（ＦＴＴＨ方式化）３，６１８千円では平成３０年度か

ら全線光ケーブルへの調査業務が実施されている。総務費では、三朝町制６５周

年記念式典事業費２，２５７千円、台湾台中市交流促進事業２，４５５千円、台

湾台中市石岡区との中学生相互交流事業２，３９９千円、中学生手作り訪仏事業

２，７５６千円、ラマルー・レ・バン町友好交流団派遣事業９３８千円、庁舎バ

リアフリー化事業４，２７３千円、新規の三朝町職員元気な町づくり自主研修事

業２５６千円、ふるさと応援寄附金特別経費２４，５３２千円（前年度５８，１

３１千円）では返礼率が下げられている。鳥取県知事・議会議員選挙執行費５，

１７７千円、文化ホール施設改修費１１，２４５千円、不用財産解体撤去費（旧

中津分校体育館等）２，５８８千円、空き屋等撤去費助成事業１，４６７千円、
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新規のブロック堀改修事業補助金２５０千円、鳥取県中部地震に伴う集落公民館

等災害復旧補助金３６４千円などが主なもので、総務費全体で前年度より９９，

０３２千円の減額となっている。 

 

（イ） 民生費 

障がい者支援として、障害者自立支援介護給付事業９９，７０２千円、障害者

自立支援訓練等給付事業５３，５４４千円、障害者地域生活支援事業等２４，１

０７千円、障害者及びひとり親家庭などへの医療費助成である特別医療給付事業

（県・町）３８，８５８千円などとなっている。消費税引上げ関連の臨時福祉給

付金事業費は前年度で終了している。 

児童福祉費では保育所費４６９，９７９千円、児童手当給付費８９，６１５千

円、家庭内保育を支援するすこやか乳幼児家庭保育応援事業６，９６６千円、放

課後児童対策費をはじめ、親と乳幼児童への医療・就労・子育てなどの各種支援

などとなっている。 

老人福祉費では高齢者交通費助成事業６，４６５千円、高齢者の通院支援の外

出支援サービス事業委託費１，７２１千円、敬老記念行事補助金９３８千円など

となっている。 

繰出金では、国民健康保険特別会計繰出金５６，１６３千円、介護保険特別会

計繰出金１２９，２８８千円、後期高齢者医療保険基盤安定化・事務費繰出金３

４，５７１千円。後期高齢者医療給付費等負担金等１０２，２５６千円、など民

生費全体で前年度より２５，６４３千円の減額となっている。 

民生費は上昇傾向にあり、前年度の臨時福祉給付金事業費の終了したことが減

額の要因となっている。 

 

（ウ） 衛生費 

予防費では、子ども・高齢者の感染予防として予防接種費（１７接種）１４，

２５０千円。母子健康費では、妊産婦歯科健診と５歳児検診（年中児）などの妊

産婦・乳幼児健康診査費３，７２６千円、不妊治療費助成事業１，８９４千円、

健康診査費１３，４５０千円などとなっている。 

塵芥処理経費４８,４７９千円、鳥取中部ふるさと広域連合負担金（休日急患診

療運営等・塵芥処理費・火葬場費・し尿処理費）６７，９５３千円、簡易水道事

業特別会計繰出金６，２０７千円などが主なもので、衛生費全体で前年度より２

０，５５４千円増額となっている。 

衛生費の清掃費では、鳥取中部ふるさと広域連合負担金の最終処分場建設費（ク

リーンランドほうき）が前年度より２２，８９６千円増加し、増額の要因となっ

ている。 

 

（エ） 農林水産業費 

農業費では、農地中間管理集積支援事業の地目変更事務費２５３千円、グリー
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ンサービス運営補助金５，０００千円、多面的機能支払交付金事業３１，０９１

千円では前年度から活動組織が全町で一本化（３１集落加盟）されている。 

新規の親元就農促進支援交付金１，１００千円は就農初期段階の支援。がんば

る地域プラン事業（９事業）１３，８５８千円、新規の中山間地域を支える水田

農業支援事業費補助金（コンバイン１台）３，４２０千円、共生の里推進加速化

事業６００千円、集落営農体制強化支援事業（田植機１台）５００千円、中山間

地域等直接支払交付金５８，７５５千円、鳥獣被害総合対策事業費（国補助、単

県、単町）１１，０６０千円、鳥取和牛振興総合対策事業（優良牛増頭）２，３

１０千円、集落排水処理事業特別会計繰出金７５，１５１千円、小鹿地区多目的

研修会施設耐震改修事業５，６５８千円、トレーニングセンター維持補修費（バ

スケットゴール改修）５，４９７千円、地籍調査費８４，１２４千円、多目的展

示施設指定管理費１６，４５０千円などが主なもので農業費全体では４１，４６

３千円の減額となっている。 

林業費では、平成３０年７月豪雨災害により発生した民家隣接の山林崩壊の復

旧工事である林地崩壊防止事業１４，０６６千円は完了している。 

ナラ枯れ被害対策費１，０２５千円、林業労働者就労支援の林業労働者福祉向

上対策事業補助金２６４千円、森林情報の集約化が図られた森林ＩＣＴ推進事業

６，９１２千円、松くい虫防除事業費１１，１４４千円、三朝町基本財産林保育

事業費６７０千円は、支障木の補償金を分収割合により財産区へ分収されている。 

農林水産業費全体で前年度より２９，９７２千円の減額となっている。 

 

（オ） 商工費 

三朝町工場設置奨励事業９，４００千円、三朝町鳥取県中部地域雇用創出補助

金６００千円（１社２名）、三朝町空き店舗等活用支援補助金１，５８４千円で

は平成２９年度操業の２件分と平成３０年度新たな操業２件分となっている。 

旧熱気浴施設再整備調査費１，１８１千円、国内交流都市観光客誘致対策事業

２０９千円（滋賀県多賀町、京都府城陽市、茨城県大洗町）、観光商品造成支援

補助金４７０千円、指定管理料１０，４０７千円（健康むら・スポーツセンター・

多目的駐車場・観光商工センター）などが主なもので、商工費全体で前年度より

９，９７９千円増額となっている。 

 

（カ） 土木費 

  除雪機械整備費（小型８台）５，０９８千円では希望集落等へ貸与されている。

除雪ドーザー２台購入費（４ｔ級、６ｔ級）１７，９６４千円、橋梁新設改良費

３９，８０９千円では橋梁長寿命化計画に沿って、補修調査、補修積算、工事が

実施されている。単県斜面崩壊復旧事業１０，９９５千円では応急撤去費が発生

している。町営住宅維持補修費９，４８３千円、新規の町営住宅長期保全計画策

定業務３，５６４千円、被災者住宅修繕支援金２８０千円は完了し、被災者住宅

再建支援補助金３，１９５千円と被災宅地復旧事業補助金５，９５３千円につい
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ては翌年度へ４，３７９千円が繰越され、下水道事業特別会計繰出金１３６，９

１７千円などが主なもので、土木費全体で前年度より３４，６４１千円減額とな

っている。 

 

（キ）消防費 

  常備消防費の鳥取中部ふるさと広域連合負担金９６，６５８千円、消防団活動

費１８，１２３千円、消防操法大会関係費（町・郡・県）３，８５７千円、消

防施設整備費では、小型動力消防ポンプ５台更新購入費１０，２６０千円、小

型動力消防ポンプ積載車１台購入費９，７２０千円、災害情報マップ作成事業

２５７千円などが主なもので、消防費全体で前年度より３７，３６９千円の減

額となっている。 

 

（ク）教育費 

  教育総務費では、総合教育会議開催経費３４千円、教育委員会報酬１，７７６

千円（定例会、臨時会１０回）、学校統合準備委員会開催経費３３４千円、新小

学校設置検討事業２，８９０千円、三朝町教育ビジョン策定費１５７千円、特

別支援学校児童生徒通学支援事業３，３３２千円、高校生等遠距離通学費補助

金２，７２３千円などとなっている。 

小学校費では特別支援教育費６，０７０千円、複式学級経費１５，０００千円、

少人数学級加配教員負担金２，０００千円、小学校外国語指導助手活動費３，２

４７千円、小学校特別備品整備費３，３９６千円、新小学校開設経費６，０８５

千円、閉校開校記念行事開催費補助金１，３９８千円、小学校施設改修費２５，

１０５千円（前年度２，７３１千円）、小学校施設改修費の前年度からの繰越で

あるプール改修費５，０２７千円、小学校猛暑対策費２，４８６千円、小学校空

調設備設置事業１７，７５１千円、小学校遠距離通学費補助金１，３５８千円。

小学校準要保護児童援助費２，２６０千円、小学校教科書改訂特別経費９０５千

円、小学校ＯＡ機器等備品整備費８，２４１千円など小学校費は合計で１３６，

９０８千円（前年度７６，１３６千円）となり前年度より１.８倍あまり増加し

ている。 

中学校費では、運動部活動外部指導者派遣事業（２名）２０５千円、特別支援

教育費１，３８１千円、外国語指導助手活動費４，３３０千円、中学校施設改修

費１，０６５千円、中学校空調設備設置事業９，３５３千円（工事は令和元年度

へ３３，４８０千円繰越）、中学校遠距離通学費補助金２，４３６千円、中学校

準要保護生徒援助費２，９０１千円、中学校ＯＡ機器等備品整備費４，０２６千

円、中学校ＩＣＴ教育実践事業５５１千円、など中学校費は合計４４，０４２千

円（前年度４１，８２７千円）で前年度より増加している。 

社会教育費では、学校支援推進事業１９０千円、未来を拓けみささっ子創造事

業４９９千円、生涯学習講座「三朝大学」開催経費１４２千円、高勢公民館耐震

改修事業５，３０２千円、町内遺跡発掘調査事業２３５千円、名勝及び史跡三徳
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山修復事業補助金４，７９７千円、名勝及び史跡三徳山史跡等買上げ事業１４，

０８０千円（２４，００４.００㎡）、図書館施設改修費２，５６６千円、前年度

から繰越されていた町民プール改修工事８２７千円、町民プール特別管理費５４

１千円では隣接するブロック塀が撤去されている。調理センター施設改修費７０，

９９４千円は計画に基づき整備され、教育費全体は合計４９８，３４２千円で、

前年度より９５，０３４千円（２４％）増額となっている。 

 

（ケ）災害復旧費 

平成２９年度から繰越された補助災害復旧事業５８，７３５千円（農地・農業

用施設・林道・道路・河川）、災害復旧単独事業８，６４８千円（しっかり守る

農村基盤交付金）は復旧されている。平成３０年度に発生した７月豪雨・台風２

４号等による補助災害復旧事業等６２，１３９千円（農地・農業用施設・林道・

道路・公園）は測量設計委託業務等が実施され、工事請負費等１１７，２４１千

円は令和元年度へ繰越されている。 

平成２８年１０月に発生した鳥取県中部地震関係において、令和元年度へ繰越

されるのは被災者住宅再建支援補助金１，７７１千円と被災宅地復旧事業補助金

２，６０８千円となっており、発生から終了予定まで４会計年度と長期に及んで

いる。 

 

（コ）公債費 

  過疎対策事業債、緊急防災・減災事業債など１２の地方債で元金４７１，１９

６千円が償還され、公債費全体では前年度より３５，２０５千円減額となって

おり、平成３０年度末現在高は４，９８８，０９２千円となっている。 

 

（サ）諸支出金 

  国民宿舎事業の支援として国民宿舎事業出資金２１０，３３６千円（前年度２

１５，３８２千円）が支出されている。基金費の主なものは、減債基金費積立

金７５，１４９千円、電源立地地域対策交付金基金費積立金５０，０８５千円、

ふるさと応援基金費積立金４３，０４２千円、観光振興基金積立金４０，００

２千円など、諸支出金合計は４５４，４３１千円で前年度より２９，８３４千

円増額になっている。予備費の支出済額は無く、教育費などで予備費充当が発

生している。 
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イ．性質別歳出とその一般財源の充当状況は、第１１表のとおりである。 

 

第１１表　性質別歳出と一般財源の状況 （単位：千円）

決算額
構成比
（％）

一般財源
構成比
（％）

決算額
構成比
（％）

一般財源
構成比
（％）

人 件 費 836,446 17.3 796,702 24.7 850,096 17.2 806,108 24.8

物 件 費 680,605 14.1 469,180 14.5 677,915 13.7 479,057 14.7

維 持 補 修 費 39,930 0.8 27,600 0.9 48,759 1.0 31,175 1.0

扶 助 費 690,963 14.3 233,846 7.2 714,627 14.4 233,248 7.2

補 助 費 等 592,662 12.3 388,974 12.1 611,802 12.4 375,706 11.5

普通建設事業費 356,932 7.4 29,718 0.9 367,681 7.4 58,141 1.8

災害復旧事業費 129,554 2.7 30,074 0.9 178,589 3.6 22,601 0.7

公 債 費 493,812 10.2 493,812 15.3 529,017 10.7 529,017 16.2

積 立 金 244,135 5.1 109,651 3.4 211,147 4.3 81,946 2.5

投資・出資及び
貸 付 金

220,336 4.6 170,336 5.3 225,382 4.6 165,382 5.1

繰 出 金 539,577 11.2 482,628 14.9 530,737 10.7 473,564 14.5

歳 出 合 計 4,824,952 100.0 3,232,521 100.0 4,945,752 100.0 3,255,945 100.0

平成30年度
区　分

平成29年度

 

 

（ア） 人件費 

退職者、新規採用職員による職員数の増減があるものの、職員給の基本給は２

３，０１９千円減少し、鳥取県知事・議会議員選挙執行費等によるその他手当も

減少、退職手当組合負担金は前年度より１３，０７６千円増加し、全体で１３，

６５０千円の減額となっている。 

 

（イ） 物件費 

  情報通信基盤設備改修事業（ＦＴＴＨ方式化）委託費３，６１８千円、ふるさ

と応援寄附金特別経費２４，５３３千円（前年度５８，１３１千円）、税務事務

電算処理委託費９，３５９千円、社会保障・税番号制度関係事業費２，４０５千

円、防災行政無線管理一般経費６，５５３千円、健康診査費１２，２２１千円、

塵芥処理経費４８，５８４千円、地籍調査事業委託料７６，２８８千円、森林Ｉ

ＣＴ推進事業委託料６，９１２千円、松くい虫防除事業１１，０１２千円、旧熱

気浴施設再整備調査費１，１８１千円、新小学校設置検討事業委託料２，８６２
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千円、小学校特別備品整備費３，３９６千円、小学校猛暑対策費２，４８６千円、

小学校ＯＡ機器等備品整備費８，２４１千円、中学校ＯＡ機器等備品整備費４，

０２６千円、三徳山遺跡発掘調査事業委託料１１，７７２千円、図書館図書購入

費３，４９９千円など、学校関係費が増加し全体で前年度より２，６９０千円の

増額となっている。 

 

（ウ） 扶助費 

臨時福祉給付金事業は平成２９年度で終了している。障害者自立支援介護給付

事業９９，７０２千円、障害者自立支援訓練等給付事業５３，５４４千円、障が

い者地域生活支援事業２４，１０７千円、障害者自立支援医療費給付事業９，１

５１千円、外出支援サービス事業１，７２１千円、特別医療給付事業３７，６２

９千円（県・町）、保育園施設型給付費１７６，６８２千円、児童手当給付費８

９，１４５千円、小学校準要保護児童援助費２，２６０千円、小学校特別支援教

育就学奨励費補助金４２４千円、中学校準要保護生徒援助費２，９０１千円、中

学校特別支援教育就学奨励費補助金２４８千円などで、臨時福祉給付金の減少の

影響から、全体で２３，６６４千円の減額となっている。 

 

（エ） 補助費等 

  コミュニティ事業補助金１，３００千円、自治振興交付金６，３７３千円、バ

ス運行対策費補助金４５，９４８千円（前年度４１，５１３千円）、鳥取中部ふ

るさと広域連合負担金は管理費など１４の負担金で合計１７６，８８９千円（前

年度１５０，９２６千円）、地域自主活動支援交付金１２，０００千円、移住定

住促進事業補助金５００千円（１件）、社会福祉協議会補助金２６，１６１千円、

老人クラブ活動費補助金１，０３９千円、高齢者交通費助成事業６，４３０千

円、三朝町すこやか乳幼児家庭保育応援事業６，９６６千円、不妊治療費助成

事業１，８９４千円、グリーンサービス運営補助金５，０００千円、多面的機

能支払交付金事業３１，０９１千円、がんばる地域プラン事業７，９４５千円、

新規就農者総合支援事業２，６００千円（２名）、共生の里推進加速化事業補助

金６００千円、中山間地域等直接支払交付金５８，７５５千円、鳥獣被害総合

対策事業補助金等（国・県・町）９，５２４千円、鳥取和牛振興総合対策事業

補助金２，３１０千円（優良雌牛増頭）、ナラ枯れ被害対策費１，０２５千円、

間伐促進事業補助金７，１８８千円、工場設置奨励事業補助金９，４００千円、

三朝町空き家店舗等活用支援補助金１，５８４千円（４件）、被災者住宅再建支

援補助金３，１９５千円、被災宅地復旧事業補助金５，９５３千円、高校生遠

距離通学費補助金２，７２３千円、複式学級経費１５，０００千円、閉校開校

記念行事開催費補助金１，３９８千円、小学校遠距離通学費補助金１，３５８

千円、中学校遠距離通学費補助金２，４３６千円、名勝及び史跡三徳山修復事

業補助金４，７９７千円、三朝町体育協会委託金１，９１３千円など、全体で

１９，１４０千円の減額になっている。 
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（オ） 普通建設事業費 

庁舎バリアフリー化事業４，２７３千円、不用財産解体撤去費２，５８８千円

（旧中津体育館等）、集落公民館等災害復旧補助金３６４千円（鳥取県中部地震

対応）、集落公民館建設等補助金７９０千円（２集落）、全国瞬時警報システム

（J-ALERT）整備事業２，３１１千円、文化ホール施設改修費１１，２４５千円、

保育所改修事業８８５千円（賀茂保育園）、がんばる地域プラン事業５，８８０

千円（コンバイン２台）、中山間地域を支える水田農業支援事業３，４２０千円

（コンバイン１台）、農業農村整備事業費１，３２８千円（２集落）、小鹿地区多

目的研修会施設耐震改修事業５，６５８千円、トレーニングセンター維持補修費

５，４９７千円、林地崩壊防止事業１４，０６６千円、県営林道開設事業負担金

４，６１４千円、大規模林道受益者賦課金助成金７，３６６千円、公用車整備費

５，３４１千円（２台）、道路維持修繕工事６，６４３千円、除雪機械整備費５，

０９８千円（小型除雪機８台）、除雪ドーザー２台更新１７，９６４千円（４ｔ

級、６ｔ級）、町道整備事業１０，７４０千円（２路線）、橋梁補修工事３９，８

０９千円（５橋梁）、単県斜面崩壊復旧事業１０，９９５千円、県営急傾斜地崩

壊対策事業負担金９，５３０千円（９か所）、町営住宅維持補修工事請負費４，

５２７千円、町営住宅長期保全計画策定業務３，５６４千円、小学校施設改修費

２９，７５５千円、小学校空調設備設置事業１７，７５０千円、中学校施設改修

費１，０２５千円、中学校空調設備設置事業９、、３５３千円、高勢公民館耐震

改修事業５，３０２千円、名勝及び史跡三徳山史跡等買上げ事業１４，０７６千

円、図書館施設改修費２，５６６千円、テニスコート（人工芝）整備事業１，７

８２千円、町民プール一般管理・特別管理経費１，３６８千円、調理センター施

設改修費７０，９９４千円（空調設備更新工事、殺菌水生成装置更新工事、オー

ブン・食器洗浄機更新工事、ステンレス製回転釜更新費）など、全体で１０，７

４９千円の減額となっている。 

 

（カ） 災害復旧費事業費 

  平成２９年度から繰越された災害復旧費（農地１箇所、農業用施設５箇所、林

道６箇所、道路１箇所、河川１箇所等）は復旧され、平成３０年度に発生した７

月豪雨・台風２４号による災害復旧費の一部は令和元年度に繰越されている。 

 

（キ） 公債費 

  前年度より経常元金及び経常利子は減少し、前年度より３５，２０５千円の減

額となっている。 

 

（ク） 積立金 

  電源立地地域対策交付金基金積立金５０，０８５千円、ふるさと応援基金積立

金４３，０１５千円、一般寄附金の一部を観光振興基金積立金４０，００２千円
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へ積立てるなど、前年度から３２，９８８千円増額となっている。 

 

（ケ） 投資・出資及び貸付金 

  国民宿舎事業への出資金２１０，３３６千円、労働者福祉対策預託金１０，０

００千円など、前年度より５，０４６千円減額となっている。 

 

（コ）繰出金 

  一般会計から特別会計への繰出金は、国民健康保険事業会計へ５６，１６３千

円（前年度５３，０４８千円）、後期高齢者医療保険基盤安定化等へ３４，５７

１千円（前年度３３，１８６千円）、介護保険特別会計へ１２９，２８８千円（前

年度１２１，４９４千円）、簡易水道事業特別会計へ６，２０７千円（前年度５，

２７５千円）、集落排水処理事業特別会計へ７５，１５１千円（前年度７２，４

７９千円）、下水道事業特別会計へ１３６，９１７千円（前年度１４３、１４１

千円）などで、繰出金全体では前年度より８，８４０千円の増額となっている。 

   

 

 

ウ．義務的経費について 

 歳出のうち義務的経費の状況は、第１２表のとおりである。 

第１２表　義務的経費の状況 （単位:千円）

決算額
うち

一般財源
決算額

うち
一般財源

決算額
うち

一般財源

人 件 費 836,446 796,702 850,096 806,108 877,122 825,319

扶 助 費 690,963 233,846 714,627 233,248 718,051 231,720

公 債 費 493,812 493,812 529,017 529,017 437,296 434,041

合 計 2,021,221 1,524,360 2,093,740 1,568,373 2,032,469 1,491,080

歳出全体に占める
割 合 （ ％ ）

41.9 47.2 42.3 48.2 41.1 47.2

区　分

平成29年度平成30年度 平成28年度

 

 

（ア）社会保障制度による高齢者、乳幼児童生徒、心身障がい者、生活困窮者等へ

の支援とされる扶助費決算額は前年度より２３，６６４千円減額となっている。

人件費は決算額、一般財源とも減少し、義務的経費合計では決算額、一般財源

は前年度より減少しているものの、歳出全体に占める割合が高い状況となって

いる。 
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（イ）義務的経費は節減が困難な経費とされ、充当される一般財源の額は少ないほ

ど他の政策的経費への充当が可能になり、財政構造は弾力性を持つことになる。 

 

 

 

（４）経常収支の状況について 

経常的な収入及び支出とその一般財源の状況は、第１３表のとおりである。

（この計数は「地方財政状況調査」によるものである。） 

 

第１３表　経常的収支の状況 （単位:千円）

決算額
うち

 一般財源(A）
決算額

うち
一般財源(B）

26 3,408,563 2,944,756 3,004,608 2,525,512 85.8

27 3,502,264 3,020,750 3,078,853 2,584,131 85.5

28 3,439,936 2,954,693 3,015,628 2,518,898 85.3

29 3,421,076 2,938,541 3,115,769 2,612,096 88.9

30 3,403,161 2,926,035 3,061,274 2,567,195 87.7

※経常的収入額には臨時財政対策債を含む。

年度

経常的収入額 経常的支出額
経常収支比率
（B)/(A) (%)

 
 

ア．経常的収入額の一般財源の前年度からの減少額が１２，５０６千円で、経常的

支出額の一般財源の減少額４４，９０１千円を下回るため、経常収支比率は１．

２ポイント改善し８７．７％となっている。 

なお、経常収支比率は県内町村の平均値（平成２９年度決算）８９．１％を下

回るものの、８７％台は高い比率であり、少なくとも８０％未満を目指して努力

されたい。 

 

イ．経常的収入額一般財源の減額は地方交付税７，５７０千円減額、地方消費税交

付金４，４４２千円増額、交通安全対策特別交付金皆減などで、経常的支出額一

般財源の減額は公債費３５，２０５千円減額、人件費２７，７２５千円減額、維

持管理費３，１５５千円減額、補助費等で増額となっている。 

 

ウ.経常収支比率は、地方公共団体の財政構造の弾力性を測るうえで重要視される

指標とされ、その比率が低いほど財政運営が弾力的になり、一層の改善に向けた

努力が望まれる。 
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第５ 特別会計について 

１ 国民健康保険事業特別会計について 

（１）決算収支の状況とその推移は、第１４表のとおりである。 

 

第１４表　決算収支の状況とその推移 （単位:千円）

平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

国民健康保険税 128,352 131,732 132,162 134,090 137,706

県 支 出 金 499,345 257,738 200,894 241,088 322,247

給付費等交付金 0 445,261 473,618 451,115 338,599

繰 入 金 74,163 57,048 54,212 67,045 56,959

　うち一般会計
繰 入 金

56,163 53,048 53,212 52,045 41,959

その他の収入金 2,964 2,527 8,484 10,282 9,573

704,824 894,306 869,370 903,620 865,084

保 険 給 付 費 480,385 578,887 523,826 542,113 599,819

国民健康保険事
業 費 納 付 金

192,649 297,015 314,604 317,787 230,565

その他の支出金 30,724 17,637 30,307 37,552 26,567

703,758 893,539 868,737 897,452 856,951

1,066 767 633 6,168 8,133

※区分の歳入県支出金の平成29年度以前は国・県支出金。歳出国民健康保険事業費納付金の平成29年度以前は他事業納付金、拠出金。

歳 入 歳 出 差 引 額

区　分

歳
　
　
入

歳 入 合 計

歳
　
　
出

歳 出 合 計

 

ア.平成３０年度から国民健康保険事業の保険者が鳥取県と三朝町になり、歳入歳

出の編成の組替えが行われている。歳入では平成２９年度の国庫支出金、療養給

付費交付金、前期高齢者交付金、共同事業交付金が平成３０年度から県支出金へ

一本化されている。歳出は、平成２９年度の後期高齢者支援金、前期高齢者納付

金、老人保健拠出金、介護納付金が平成３０年度から国民健康保険事業費納付金

へ一本化されている。 

 

イ.歳入では、上記（ア.）のとおり国庫支出金・療養給付費交付金・前期高齢者交

付金・共同事業交付金が組替えで皆減となり、県支出金は４５６，７０４千円（前

年度４２，６４１千円）増加し、繰入金では一般会計から５６，１６３千円、財

政調整基金から１８，０００千円繰入れられ、その他収入金は前年度繰越金７６

７千円、延滞金１，９７５千円などとなっている。 
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ウ.歳出では、保険給付費のうち療養諸費が８０，９３４千円と大きく減額、高額

療養費１７，８６８千円減額、出産育児一時金４２０千円増額、葬祭費１２０千

円減額となっている。その他の支出金は、保健事業費５，０５５千円、諸支出金

１７，１９０千円など、前年度より１８９，７８１千円（△２１.２％）減額と

なっている。 

 

 

（２）国民健康保険税の収納状況は、第１５表及び第１６表のとおりである。 

第１５表　国民健康保険税の状況 (単位：千円)

区　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 徴収率（％）

医 療 給 付 費 分 94,874    85,663    583       8,628     90.3      

　　現年課税分 86,307    82,724    299       3,284     95.8      

　　滞納繰越分 8,567     2,939     284       5,344     34.3      

介 護 納 付 金 分 13,721    11,976    49        1,696     87.3      

　　現年課税分 12,064    11,399    20        645       94.5      

　　滞納繰越分 1,657     577       29        1,051     34.8      

後期高齢者支援分 33,574    30,713    222       2,639     91.5      

　　現年課税分 30,991    29,720    113       1,158     95.9      

　　滞納繰越分 2,583     993       109       1,481     38.4      

合 計 142,169   128,352   854       12,963    90.3      

 

第１６表　徴収率の推移 (単位：千円)

現年課税分 滞納分 現年課税分 滞納分 現年課税分 滞納分 現年課税分 滞納分

調 定 額 129,362 12,807 132,146 16,841 131,776 18,411 132,534 21,046

収 入 済 額 123,843 4,509 126,272 5,460 127,977 4,185 129,310 4,780

徴収率(％) 95.7 35.2 95.6 32.4 97.1 22.7 97.6 22.7

平成30年度 平成27年度
区　分

平成28年度平成29年度

 

ア．現年課税分と滞納分の合計の調定額及び収入済額は減少しており、滞納分の調

定額は年々減少している。なお不納欠損額８５４千円が処理され、収入未済額が１

２，９６３千円となっている。 
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イ. 現年課税分及び滞納分の徴収率はおおむね横ばい状態となっており、全体の徴

収率は年々少しずつ上昇しており、前年度の８８.４％より１.９ポイント改善し

９０.３％となっている。 

 

ウ. 滞納繰越分の徴収率が低く、鳥取中部ふるさと広域連合への徴収委託負担金が

２，５９３千円で連合の収納額は２，０８０千円となっており、負担金以上の収

納額となる対策が求められる。なお、諸収入として延滞金１，９７５千円が収入

されている。 

 

（３）保険給付費の状況 

保険給付費の状況は、第１７表のとおりである。 

第１７表　保険給付費の状況 （単位:千円）

区分 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

療 養 諸 費 411,865 492,799 450,697 466,654 518,204

高 額 療 養 費 66,680 84,548 70,809 72,219 78,285

小 計 （ 医 療 給 付 費 ） 478,545 577,347 521,506 538,873 596,489

葬 祭 諸 費 160 280 220 300 420

出 産 育 児 諸 費 1,680 1,260 2,100 2,940 2,910

合 計 （ 保 険 給 付 費 ） 480,385 578,887 523,826 542,113 599,819

被 保 険 者 １ 人 当 り の
給付費(円）小計/（ア）

318,605 373,204 333,231 336,796 356,326

平均被保険者数(人)（ア） 1,502 1,547 1,565 1,600 1,674

 

ア．平均被保険者数は減少傾向で、医療給付費、被保険者一人当たりの給付費では

前年度から大きく減少（△１７.０％）している。療養諸費では入院費用額が前年

度より１２１，５４６千円減少（△３８.１％）し、日数・件数も減少している。

入院外、歯科で前年度より増加し調剤で減少しており、入院外費用額が入院費用

額を本年度は上回り逆転している。高額療養費では前年度より１７，８６９千円

減少（△２１.１％）し、入院分負担額は減少、長期疾病分等の負担額が増加して

いる。人口減少と高齢化、後期高齢者医療事業等との兼ね合いなどから、今後も

平均被保険者数は減少傾向が続くと思われる。 

 

イ.被保険者の葬祭費死亡件数は８件、出産育児一時金の出産件数は４件で、国保

被保険者では４人の自然減となっている。町全体では死亡１００件、出産２７件

で、人口の自然減は７３人となっている。 
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２ 後期高齢者医療事業特別会計について 

 この会計は、鳥取県後期高齢者医療広域連合が保険者となって実施する満７５歳

以上の高齢者を対象とする医療制度の保険料を収納し、他の制度による負担分(一

般会計から繰入金)と合わせて広域連合に納付する会計で、その歳入歳出決算の状

況は、第１８表のとおりである。 

第１８表　歳入歳出決算の状況 （単位:千円）

平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

医 療 保 険 料 54,919 53,103 49,035 45,525 48,212

一般会計繰入金 34,570 33,187 34,254 34,349 33,241

そ の 他 収 入 1,356 1,340 879 1,059 848

90,845 87,630 84,168 80,933 82,301

広域連合納付金 88,000 85,670 81,774 78,798 80,207

その 他支 出金 1,770 1,219 1,139 1,284 1,184

89,770 86,889 82,913 80,082 81,391

1,075 741 1,255 851 910

1,432人 1,435人 1,439人 1,457人 1,472人

6,440人 6,536人 6,620人 6,704人 6,827人

22.2% 22.0% 21.7% 21.7% 21.6%

被 保 険 者 数

町人口（3月末）

被保険者数の割合

歳 入 合 計

歳 出 合 計

区　分

歳
　
入

歳
　
出

歳 入 歳 出 差 引 額

 

（１）歳入の医療保険料では、年金からの特別徴収保険料は２，１１２千円増加し

収入未済額はなく、普通徴収保険料は２９６千円減少している。未還付金が収

入未済額に含まれており、全体の徴収率が１００％を超えているものの普通徴

収現年度分で収入未済額が発生している。 

  

（２）過去５年間の年度末被保険者数は減少傾向となっている。 
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３ 介護保険事業特別会計について 

（１）歳入歳出決算の状況は、第１９表のとおりである。 

 

第１９表　歳入歳出決算の状況 （単位:千円）

平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

介 護 保 険 料 195,265 193,245 190,015 187,150 155,813

国・県支出金 418,830 392,101 408,630 413,145 383,617

基 金 交 付 金 265,257 251,394 261,574 271,447 264,942

一般会計繰入金 129,288 121,494 120,718 128,937 119,969

その他収入金 52,051 73,993 44,535 22,108 11,245

1,060,691 1,032,227 1,025,472 1,022,787 935,586

保 険 給 付 費 946,752 890,658 898,637 952,413 899,257

地域支援事業費 35,401 21,241 9,749 8,509 7,768

その他支出金 35,207 72,260 47,413 22,542 11,461

1,017,360 984,159 955,799 983,464 918,486

43,331 48,068 69,673 39,323 17,100

区　分

歳
　
入

歳 入 合 計

歳
　
出

歳 出 合 計

歳 入 歳 出 差 引 額

 

ア．歳入の第１号介護保険料は特別徴収保険料で増加し、普通徴収保険料は減少し

ている。特別徴収保険料は収入未済額がなく、普通徴収保険料現年度分で収入未

済額が発生している。国・県支出金は国の調整交付金等の増額、県の介護給付費

負担金の増額、基金交付金は１３，８６３千円の増額、その他収入金は前年度か

らの繰越金４８，０６８千円及び諸収入の配食サービス実費弁償金等によるもの

で、全体では前年度より２８，４６４千円の増額となっている。 

 

イ. 歳出の保険給付費では、要介護者への介護サービス給付費が８７３，４４３千

円（前年度８０９，９２３千円）で６３，５２０千円増額、要支援者への予防サ

ービス給付費が１３，７１７千円で、その中の地域密着型サービス給付費は２，

２４９千円増額となっている。地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事

業２１，６７４千円では、要支援認定前の段階での訪問・通所等の支援事業とな

っている。その他支出金は介護保険財政調整基金積立金６，６６０千円、諸支出

金の国庫支出金等精算返納金２２，３７９千円などで、全体では前年度より３３，

２０１千円増額となっている 

   

ウ.歳入の一般会計繰入金は１２９，２８８千円が繰入れられ、事業数の多さと１
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件あたりの高単価等の要因により、歳出不用額が７５，６７３千円となっている。 

 

エ. 町民の医療に対する費用を賄う国民健康保険事業や後期高齢者医療事業及び

介護保険事業の費用が年々増加していくことは、町民の健康を守るという観点で

みれば決して好ましいことではなく、これらの経費抑制のための予防事業等の充

実が大切となっている。 

 

 

（２）要介護・要支援の認定者数は、第２０表のとおりである。 

 

第２０表　要介護、要支援認定者数の状況(各年度末の状況)

計

1 2 1 2 3 4 5 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）/（Ｂ）

平成30年度 36 50 85 113 83 76 67 510 2,519 20.2

平成29年度 33 53 91 118 77 68 72 512 2,501 20.5

平成28年度 37 65 85 105 92 69 57 510 2,485 20.5

平成27年度 46 75 85 98 103 83 49 539 2,465 21.9

平成26年度 54 67 87 99 85 101 51 544 2,456 22.1

区分

認定者数（人）
65歳以上
人口(人)

出現率
（％）

要支援 要介護

 

 

ア．町の人口（平成３１年３月３１日現在の住民登録者数）６、４４０人に対する

６５歳以上人口の割合は３９.１％（前年度３８．３％）。６５歳以上人口の２，

５１９人のうち要支援・要介護認定者数は５１０人で出現率は２０.２％となって

いる。６５歳以上の人口が増加しているが出現率は前年度と同水準となっている。 

 なお、６５歳以上の居宅サービス受給者数の出現率は１０.４％、施設サービス

受給者数出現率は４.６％、地域密着型サービス受給者数出現率は２.５％となっ

ている。 

 

イ.鳥取県全体の６５歳以上の介護認定率は１９.９％、中部市町平均認定率は１６.

９％。三朝町の認定率は２０．２％で、認定率が県内では中位にあり、中部市町

では１番の高さになっている。（＊人口は県統計資料[平成 31 年 4 月 1 日]、要介護認定者数

については厚生労働省月報[平成 31 年 3 月末現在]から引用） 
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４ 簡易水道事業特別会計について 

（１）歳入歳出決算の状況は、第２１表のとおりである。 

 

第２１表　歳入歳出決算の状況 （単位:千円）

平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

料 金 収 入 17,746    18,294    18,315    18,999    18,638    

一般会計繰入金 6,279     5,275     5,964     5,117     6,381     

町 債 6,200     8,700     11,900    7,500     8,600     

そ の 他 収 入 1,199     857       1,479     2,604     781       

31,424    33,126    37,658    34,220    34,400    

事 業 管 理 費 24,030    25,691    31,118    26,450    23,969    

公 債 費 7,394     6,529     5,695     6,495     7,842     

そ の 他 支 出 -         -         -         -         -         

31,424    32,220    36,813    32,945    31,811    

-         906       845       1,275     2,589     

区　分

歳
　
入

歳 入 合 計

歳
　
出

歳 出 合 計

歳 入 歳 出 差 引 額
 

※歳入歳出差引額には単位未満の数字を含む。 

ア．歳入の料金収入では、収入未済額が現年分・滞納繰越分合計２，１７３千円で、

前年度より５４８千円減少している。滞納繰越分の徴収率が１５.０％と低く徴収

努力が求められる。２つの町債が発行され簡易水道改良事業費に充てられ、全体

では前年度より１，７０２千円減額となっている。 

 

イ.歳出の事業管理費は、維持修繕費と簡易水道改良事業の送水管布設替工事（湯

谷）などで、異常通報装置は本年度末管理施設３６か所中３１か所が整備され、

全体では前年度より７９６千円減額となっている。 

 

ウ．一般会計からの繰入金は、公債費のうち償還元金に相当する額となっている。 

 

（２）給水の状況 

給水の状況は、第２２表のとおりである。 

第２２表　給水の状況

区　分 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

給水戸数（件数） 900 903 906 914 918

給 水 人 口 （ 人 ） 1,927 1,966 2,007 2,064 2,113

  ※給水戸数（件数）は、設置されている量水器の数である。
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ア．給水人口の減少が続いており、簡易水道管理一般経費と簡易水道維持修繕費と

の合計額が料金収入額と近い状況にあり、老朽化が進展するなど経営が年々厳し

くなると思われるが、生活に直結した重要なライフラインであり、健全経営に向

けた工夫が求められる。 

 

 

 

５ 温泉配湯事業特別会計について 

歳入歳出決算の状況は、第２３表のとおりである。 

第２３表　歳入歳出決算の状況 （単位:千円）

平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

料 金 収 入 17,610    19,998    18,735    20,177    25,908    

その他の収入 507       1,737     44        3,552     1,554     

18,117    21,735    18,779    23,729    27,462    

事 業 管 理 費 18,117    21,735    17,055    23,729    24,234    

公 債 費 -         -         -         -         -         

その他の支出 -         -         -         -         -         

18,117    21,735    17,055    23,729    24,234    

-         -         1,724     -         3,228     

区　分

歳
　
入

歳 入 合 計

歳
　
出

歳 出 合 計

歳 入 歳 出 差 引 額
 

 

（１）歳入の料金収入では、収入未済額は無く、温泉配湯施設数が前年度２３施設

から１施設減少し２２施設となり、料金収入が２，３８８千円減額となってい

る。その他収入は保証金の時効による収入となっている。 

 

（２）歳出の事業管理費は、温泉配湯改良事業費５４０千円（温泉スタンド）、温

泉配湯施設管理費１１，９０６千円、基金積立金５，６７２千円など、全体で

前年度より３，６１８千円減額となっている。 
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６ 下水道事業特別会計について 

（１）歳入歳出決算の状況は、第２４表のとおりである。 

 

第２４表　歳入歳出決算の状況 （単位:千円）

平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

料 金 収 入 135,391   130,866   137,400   135,831   131,143   

負 担 金 収 入 294       1,092     665       428       531       

一般会計繰入金 136,917   143,141   151,562   157,800   161,418   

そ の 他 の 収 入 50,285    40,633    22,929    12,611    7,016     

町 債 45,000    40,400    19,500    17,600    21,600    

367,887   356,132   332,056   324,270   321,708   

事 業 管 理 費 115,583   98,897    111,872   91,894    92,223    

建 設 改 良 費 91,880    78,158    33,463    30,235    26,587    

そ の 他 の 支 出 -         -         -         -         -         

公 債 費 160,265   170,482   183,154   194,294   202,797   

367,728   347,537   328,489   316,423   321,607   

159       8,595     3,567     7,847     101       

歳 出 合 計

歳 入 歳 出 差 引 額

区分

歳
　
入

歳 入 合 計

歳
　
出

 

ア．歳入の料金収入は、現年分・滞納繰越分とも調定額・収入済額が増加となり前

年度より収入未済額が５７５千円増額となっている。負担金収入の滞納繰越分は

全額収入未済額であり、この負担金処理の取り組みが求められる。その他収入で

は防災・安全交付金事業国庫補助金４１，３６９千円、繰越金８，５９５千円、

諸収入など、全体では前年度より１１，７５５千円の増額となっている。 

 

イ. 歳出の事業管理費は、流域下水道維持管理負担金７３，１８３千円、公共下水

道変更認可業務５，６１６千円、公共下水道管理費９，３５６千円などとなって

いる。基金費積立金１１，７４６千円、一般管理費では支払消費税１３，３２５

千円など前年度より１６，６８６千円増額となっている。 

 建設改良費の流域下水道事業負担金は４，０３４千円が翌年度に繰越されている。

下水道長寿命化事業費８２，０７６千円、公債費元金は一般会計繰入金と同額で、

全体では前年度より２０，１９１千円増額となっている。 

 

ウ.一般会計からの繰入金がこの特別会計の最大の収入源となっていて、これによ

って収支のバランスが保持される状況となっている。 
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（２）下水道の処理状況は、第２５表のとおりである。 

 

第２５表　下水道の処理状況

区　分 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

接続可能戸数（戸） 1,964 1,957 1,950 1,946 1,942

接 続 戸 数 （戸） 1,750 1,744 1,735 1,728 1,720

接　続　率　（％） 89.1 89.1 89.0 88.8 88.6

 

ア.接続可能戸数、接続戸数も前年度を上回っている。 

 

 

 

７ 集落排水処理事業特別会計について 

歳入歳出決算の状況は、第２６表のとおりである。 

 

第２６表　歳入歳出決算の状況 （単位:千円）

平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度

料 金 収 入 19,586    20,069    20,242    20,303    20,502    

県 支 出 金 -         4,158     8,660     -         -         

一般会計繰入金 75,151    72,479    73,589    72,054    72,456    

そ の 他 の 収 入 -         4,102     8,700     6         -         

94,737    100,808   111,191   92,363    92,958    

事 業 管 理 費 29,005    35,566    45,952    27,126    27,714    

公 債 費 65,732    65,242    65,237    65,237    65,237    

そ の 他 の 支 出 -         -         -         -         -         

94,737    100,808   111,189   92,363    92,951    

-         -         2         -         7         

区分

歳
　
入

歳 入 合 計

歳
　
出

歳 出 合 計

歳 入 歳 出 差 引 額

 

（１）歳入の料金収入では、農業集落排水処理施設使用料と林業集落排水処理施設

使用料の現年分・滞納繰越分で収入未済額が発生している。小規模集合排水処

理施設使用料の現年分で収入未済額が発生し、全体で前年度より６，０７１千

円の減額となっている。 
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（２）歳出の事業管理費では、支払消費税６３８千円、各集落排水施設処理施設管

理費２６，５４０千円、農業集落排水処理施設機能強化計画書事業の業務費１，

７２８千円（２集落）などとなっている。 

 

（３）一般会計からの繰入金がこの会計の最大の収入源となっていて、これにより

収支が保持されている状況となっている。 

 

（４）受益地域（２０区域・１３施設）が小集落で点在し、本年度の接続率は８２.

０％（前年度８２.１％）となっており、今後料金収入の増大は見込めず、施設

管理費（光熱水費・手数料・委託料）が料金収入を上回り、経営の難しさが続

く状況になっている。 

 

 

 

８ 財産区特別会計について 

各財産区の歳入歳出決算の状況は、第２７表のとおりである。 

 

第２７表　各財産区の歳入歳出決算の状況 （単位:千円）

小鹿財産区 三徳財産区 三朝財産区 旭財産区 竹田財産区

使 用 料 及 び
手 数 料

34        48        45        181       68        

財 産 収 入 284       1,621     114       148       3,144     

基 金 繰 入 金 -         -         -         90        -         

その他の収入金 362       1,765     532       30        643       

680       3,434     691       449       3,855     

管 理 費 347       1,694     199       288       581       

その他の支出金 -         -         -         143       926       

347       1,694     199       431       1,507     

333       1,740     492       18        2,348     

区　分

歳
　
入

歳 入 合 計

歳
　
出

歳 出 合 計

歳 入 歳 出 差 引 額

 

（１）財産区積立基金を有している財産区は小鹿、旭、竹田の各財産区となってい

る。 
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第６ 財産の状況について 

財産に関する調書に記載されている財産の状況は、以下のとおりである。 

 

１ 公有財産について 

（１）土地及び建物の異動及び現在高の状況は、第２８表のとおりである。 

    

第２８表　土地及び建物の状況 (単位：㎡)

平成29年度
末現在高

平成30年度中
増減高

平成30年度
末現在高

平成29年度
末現在高

平成30年度
中増減高

平成30年度
末現在高

715,414.88 △ 2,207.00 713,207.88 46,824.33 △ 5,447.08 41,377.25

本 庁 舎 15,988.15 0.00 15,988.15 3,380.80 0.00 3,380.80

その他の行政機関 787.00 0.00 787.00 461.09 0.00 461.09

公 共 用 財 産 685,918.89 △ 2,207.00 683,711.89 36,881.48 △ 5,447.08 31,434.40

その他の行政財産 12,720.84 0.00 12,720.84 6,100.96 0.00 6,100.96

277,678.19 26,211.00 303,889.19 891.01 5,170.11 6,061.12

その他 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

993,093.07 24,004.00 1,017,097.07 47,715.34 △ 276.97 47,438.37

区　分

土地（地積） 建物（延面積）

普 通 財 産

合 計

行 政 財 産

 

ア．土地については、旧東小学校（１４,１６２.００㎡）と旧南小学校（１１，１

７８.００㎡）及び町民プール（８７１.００㎡）が行政財産から普通財産に異動し、

新たな増加は国指定名勝及び史跡指定地の一部購入（２４，００４.００㎡）とな

っている。 

 

イ．建物の木造については、旧南小学校（９２.００㎡）は行政財産から普通財産

に異動し、三徳山ウォーキングセンター（１７９.９７㎡）は地元への無償譲渡に

より皆減となっている。建物の非木造については、旧東小学校（２，７９５.１１

㎡）と旧南小学校（２，３２７.００㎡）及び町民プール（５３.００㎡）が行政

財産から普通財産に異動し、旧中津分校体育館（９７.００㎡）が不用財産解体に

より皆減となっている。 

 

（２）山林について、所有山林と分収契約に基づく権利部分の材積で４，３９８㎥

増加し、本年度末で３２８，８９３㎥の蓄積量となっている。 

 

（３）有価証券２社の増減はなく、本年度末現在高は１，２１７千円となっている。
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なお、一般会計財産収入として、１１７千円配当金が収入されている。 

 

（４）出資による権利の出資金は、５つの団体・組織に出資しており、平成３０年

度中の異動はなく本年度末現在高は５３，５２９千円となっている。出えん金

については１６の団体等に出えんし、平成３０年度の異動はなく本年度末現在

高は４１，４４４千円となっている。 

 

２ 物品について 

物品として分類しているのは、主に公用自動車３１台（うち除雪車両７台を

含む、歩道除雪機３８台除く。）と、消防用車両１２台（消防小型動力ポンプ

３１台除く。）、その他となっている。 

  平成３０年度に除雪ドーザー２台が更新され、普通車 1台、軽自動車 1台、歩

道除雪機８台が増加し、消防小型動力ポンプ付積載車１台が更新されている。 

 

３ 基金について 

（１）一般会計に属する基金について 

ア．積立金基金の運用状況は、第２９表のとおりである。 

積立額 とりくずし額

財 政 調 整 基 金 898,175 1,092 25,000 874,267

減 債 基 金 872,719 75,149 27,000 920,868

社 会 福 祉 基 金 29,794 8 0 29,802

公 共 施 設 営 繕 基 金 381,926 34,691 34,551 382,066

集落排水処理事業推進基金 78,073 37 4,709 73,401

情 報 通 信 設 備 管 理 基 金 15,175 1 193 14,983

町 営 墓 地 運 営 基 金 74 0 0 74

地 域 活 力 創 出 推 進 基 金 64,256 20 8,367 55,909

電源立地地域対策交付金基金 0 50,085 0 50,085

水力発電施設周辺地域整備基金 0 0 0 0

中山間ふるさと農村活性化基金 4,745 1 266 1 4,481

農 山 村 ふ る さ と 基 金 0 0 0 0

ふ る さ と 応 援 基 金 293,157 43,042 71,481 264,718

町 営 住 宅 基 金 8,441 1 0 8,442

観 光 振 興 基 金 50,000 40,003 0 90,003

計 2,696,535 244,130 171,567 1 2,769,099

第２９表　積立基金の状況 （単位：千円）

基金の区分
平成29年度
末現在高

平成30年度
末現在高

平成30年度中の
調整額
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（ア）基金の設置目的を果たすためには、必要最低限の額を保有している必要があ

り、日頃から基金の積み増しに留意することが大切で、処分事由により適切に処理

されるものである。 

 

（イ）７月豪雨等の災害発生を受け、災害査定前の費用として財政調整基金が取崩

されている。 

 

（ウ）ふるさと応援基金の設置目的は「粋な教育で次代を担うみささっ子が育つ学

校づくり事業の推進に資すること。」とされており、小学校統合関係事業費とし

て取崩されている。 

 

（エ）自然災害等の発生頻度が近年ますます増加しており、災害復旧等に備えた十

分な基金確保に努めていただきたい。 

 

（オ）積立基金の年度末現在高の推移は次のグラクのとおりである。 
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イ．運用基金の状況は、第３０表のとおりである。 

 

第３０表　運用基金の状況 (単位：千円)

増加額 減少額

三 朝 町 土 地 開 発 基 金 15,078 6,666 6,662 15,082

　　預　　　　　金 15,078 4 6,662 8,420

　　土地(価格換算) 0 6,662 6,662

三朝町奨学資金貸付基金 10,000 393 393 10,000

　　預　　　　　金 8,158 393 8,551

7(人) 1(人) 6(人)

　　貸　　付　　金 1,842 393 1,449

用品調達等集中管理基金 50,000 140,050 140,050 50,000

　　預　　　　　金 23,590 66,844 73,206 17,228

　　物品等(価格換算) 26,410 73,206 66,844 32,772

平成30年度中の
平成29年度
末現在額

平成30年度
末現在額

基金の区分 調整額

 

 

（ア）三朝町土地開発基金について、平成３０年度に熱気浴施設予定地の宅地（２

０１.００㎡）と鉱泉地３か所（２７.００㎡）を６，６６２千円で購入してい

る。 

 

（イ）奨学資金貸付基金において、新たな貸付けはなく、過去に貸し付けた残額１，

８４２千円（７人分）について３９３千円の返還があり、一人完済され貸付金

年度末現在高は１，４４９千円（６人分）となっている。返還金の滞りを発生

させないことが必要である。 
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（２）特別会計に属する基金について 

ア．積立基金の状況は、第３１表のとおりである。 

 

（単位：千円）

増加額 とりくずし額

国民健康保険事業特別会計
財 政 調 整 基 金

131,139 75 18,000 113,214

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計
介 護 保 険 財 政 調 整 基 金

86,389 6,660 0 93,049

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計
簡 易 水 道 施 設 等 改 修 基 金

30,623 4 72 30,555

温 泉 配 湯 事 業 特 別 会 計
財 政 調 整 基 金

63,807 5,671 0 69,478

下 水 道 事 業 特 別 会 計
財 政 調 整 基 金

15,900 11,746 0 27,646

財産区特別会計財政調整基金

　　小　鹿　財　産　区 4,391 0 0 4,391

　　旭　　　財　産　区 17,609 3 90 17,522

　　竹　田　財　産　区 33,691 7 0 33,698

平成30年度
末現在高

第３１表　積立基金の状況

基金の区分
平成29年度
末現在高

平成30年度中の
調整額

（ア）一般会計の場合と同様に、財政調整が可能な積立金があることは財政運営上

心強いものであり、積立金の確保と適切な活用に努められたい。 

 

 

イ．運用基金の状況は、第３２表のとおりである。 

第３２表　運用基金の状況 （単位：千円）

増加額 減少額

国民健康保険高額療養費
資 金 貸 付 基 金

2,000 0 0 2,000

現 金 （ 預 金 ） 2,000 0 0 2,000

貸 付 金 0 0 0 0

水 洗 便 所 等 改 造 資 金
貸 付 基 金

15,000 11 11 15,000

現 金 （ 預 金 ） 14,323 11 0 14,334

5(件) 0(件) 0(件) 5(件)

貸 付 金 677 0 11 666

基金の区分 調整額
平成30年度
末現在高

平成29年度
末現在高

平成30年度中の
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（ア）国民健康保険高額療養費資金貸付基金については、ここ数年利用がなく限度

額認定制度によりこの基金の貸付金を利用する必要性が低くなり、この仕組み

の役割は薄くなっている。 

 

（イ）水洗便所等改造資金貸付基金について、平成３０年度中に１１千円返還され、

貸付金年度末現在高は６６６千円となっている。 

 

 

４ 公有財産の確認について 

公有財産については、財産台帳、株券及び出資証券等と照合し、物品、貸付金

及び基金については、預金通帳、関係書類と照合し、財産に関する調書に誤りなく

記載されていることを確認した。 

 


